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 高速点火レーザー核融合ではあらかじめ爆縮された高密度プラズマを超高強度レーザーで加熱し、核融

合点火を生じさせる。コンパクトな核融合炉を実現するためには出来る限り小さなレーザーエネルギーで

点火を達成する必要があり、高速点火方式においては点火用の超高強度レーザーから爆縮コアへのエネル

ギー結合効率、即ち加熱効率の向上が重要な課題になってきている。現状の高速点火実験では様々な要因

により加熱効率が低下していると考えられている。例えば超高強度レーザーのコントラストの悪さに起因

するプレプラズマ生成により、超高強度レーザー照射で発生する高速電子のエネルギーが高くなりすぎ、

爆縮コアにおけるエネルギー付与が低下するという問題がある。また、発生する高速電子の発散角が大き

く、高速電子が発生点から爆縮コアプラズマまで飛行する間にフラックスが小さくなるという問題もある。

我々は高速点火方式における加熱率向上を目指し、超高強度レーザーを直接爆縮コアプラズマに照射する

新しい方式を提案し[1]、大阪大学の激光XII号レーザー及び超高強度レーザーLFEXを用いて高速点火実験

を行った。我々の方式では従来の高速点火方式のように爆縮プラズマの外から超高強度レーザーを照射し

たり、コーンターゲットの壁を通して高速電子を爆縮コアに照射させる方式とは異なり、爆縮コア近傍ま

で超高強度レーザーを導入し、爆縮コアプラズマに直接、超高強度レーザーを照射する。これにより爆縮

コアと高速電子の発生点が接近し、高速電子が効率よく爆縮コアに当たることが可能になる。また、高速

電子と同時に高速イオンを発生させて、イオンにエネルギー輸送をさせ、加熱効率を向上させるだけでな

く、イオンを核融合反応粒子として用いることが期待できる。さらに、イオンによる衝撃波生成も爆縮コ

アプラズマ加熱に影響を与える。プリプラズマ生成の問題に関しても我々はターゲットに工夫をすること

によりプリプラズマの影響を最小化することを試みた。我々の方式では高速電子だけでなく、高速イオン

も核融合反応に寄与するため、高速イオンの発生と輸送についても解析を進めている。講演では我々の高

速点火実験の理論的な解析結果を報告するとともに高速点火レーザー核融合実現に向けて今後の課題を

議論したい。	
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